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研究成果の概要（和文）：東日本大震災の瓦礫量と分布を航空レーザ測量データにより抽出し、影響因子の解析
から簡易予測手法を構築した。津波火災は木造家屋の瓦礫に、車両のバッテリー短絡による着火から多く発生す
る。バッテリー短絡が海水の冠水によることを調査した。燃焼実験に基づいて瓦礫火災シミュレーションプログ
ラムを構築した。南海トラフの巨大津波による火災の危険市街地を内閣府の津波被害想定に基づいて選定し下田
市を例に瓦礫量と分布を予測した。以上により津波瓦礫火災の予測が可能となった。防火には、車両のバッテリ
ー短絡防止装置の開発が有効であることを導き、街路樹等による瓦礫拡散抑制の評価モデルを構築した。

研究成果の概要（英文）：A tsunami debris was extracted from high resolution data which obtained by 
Laser profiler survey after the 2011 Tohoku earthquake. The influence physical factors were examined
 for a tsunami debris thickness and its accumulated distribution. As a result, we developed a 
simplified evaluation method for tsunami debris thickness and its distribution. Tsunami debris fire 
is often caused by car fires. We surveyed that battery of car shorted with seawater. The computer 
program of fire spread simulation was built based on the burning experiment using debris. Based on 
the estimation of tsunami damage in the Nankai Trough, the tsunami debris thickness and its 
distribution were predicted taking Shimoda City as an example. With the above, it was possible to 
predict tsunami fires. For fire protection, it is effective to develop a device that prevents a 
battery short circuit in a car. An evaluation model has also been built to help reduce the spread of
 tsunami debris by street trees and so on.

研究分野： 都市の空間情報学

キーワード： 津波火災　南海トラフ地震　津波瓦礫　影響因子　予測手法　延焼シミュレーション　浸水深　地形勾
配

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
南海トラフの巨大津波による未曽有の火災被害が想定されるため、予測手法が必要である。東日本大震災の調査
結果から瓦礫堆積の簡易予測手法を構築した。かつ、実験により瓦礫火災シミュレーションプログラムを構築し
た。以上により、広域にわたる津波瓦礫火災の予測が可能になった。津波瓦礫への着火が、海水による車両のバ
ッテリー短絡から多く発生しており、防火には、短絡防止装置の開発が有効であることを導いた。また、街路樹
等による瓦礫拡散抑制の評価モデルを構築した。以上のように、今後広域にわたって起こり得る津波火災の予測
手法を開発するとともに、防火対策に資することができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

東日本大震災においては、数多の津波火災が発生した。今後起こり得る南海トラフ地震によ
る巨大津波の対象地域では、さらに甚大な被害が想定される。当方では、過去 15 年間にわた
り、国土交通省国土技術政策総合研究所が開発した「市街地火災シミュレーション・プログラ
ム」を使用して、防火対策の研究を進めてきた。とりわけ、その開発担当者と共同研究を進め
てきた。このＰＣソフトウェアを発展させた「瓦礫火災シミュレーション・プログラム」を構
築している。本研究において、その精度をさらに高める予定である。津波火災を引き起こす主
要素は、津波の襲来によって倒壊した木造家屋の瓦礫である。この瓦礫火災シミュレーション・
プログラムを中心ツールとして、対象地域の津波火災の予測が可能となる。 

 

２．研究の目的 

東日本大震災では、373 件の火災が発生したが、そのうち 43％は、巨大津波に起因する「津
波火災」であった。さらに、今後起こり得る南海トラフの巨大地震においては、高知県や静岡
県において、最大津波高が 30ｍを超えることが予測されている（内閣府の被害想定）。実に、
東日本大震災の、およそ３倍の津波高である。しかも、東京、大阪、名古屋をはじめとする日
本有数の大都市が連続する地帯でもある。廣井悠（名古屋大学）は、南海トラフ地震で発生す
る津波火災が、22 都道府県で 270 件に及ぶことを予測している①。津波火災による未曽有の大
災害は、地域のみの被災にとどまらず、日本の行く末をも揺るがしかねない大惨事になること
は明白である。そのため当該研究は、南海トラフ地震による対象地域の津波火災を、予測して
明らかにする。その結果に基づいて、有効な「防火対策」を提示する。  

 

３．研究の方法 

津波瓦礫の堆積量の算定に用いた航空レーザ測量（LP計測）データは，岩手県県土整備部河
川課提供の「津波浸水区域航空測量業務委託成果品データ」である。 

瓦礫火災シミュレーションプログラムについては、津波瓦礫を模した可燃物を陸上又は水槽
内に設置して燃焼実験を行い、その計測結果に基づいて精度を高めている。 

屋外液体貯蔵タンクについては、津波の最大浸水深を微増させ、タンクの補強要素のリブ（鉄
筋コンクリート構造）とアンカー（鋼材）の許容限界に達する限界浸水深を算定した。また漂
流物の衝突の有無による限界浸水深の差異を検討した。 
高潮による自動車火災については、台風の観測情報と現地におけるヒアリング結果に基づい

て明らかにした。 
街路樹等による津波瓦礫の拡散抑制モデルについては、現地調査と推理実験結果に基づいて

構築した。 
 
４．研究成果 
(1) 津波瓦礫の堆積量とその分布の簡易評価手法に関する検討 
津波瓦礫量の算定は、2011 年東北津波直後に実施された高分解能の LP 計測による DSM（表

層）と DEM（地表面）の差分に基づいている。浸水域内の建物被害状況については東日本大震
災津波被災市街地復興支援調査による建物被害情報を利用した。自動車、残存家屋や浸水域境
界における樹木の高さが DSM に含まれるため、これらを可能な限り正確に除去した。 
津波瓦礫は津波によって陸上に打ち上げられ集積するものと海へ流出するものがある。陸上

に打ち上げられる津波瓦礫の残留割合を把握しておくことが重要であるため、解析対象地域に
おける陸上に残留した津波瓦礫量について流失家屋重量と堆積瓦礫量の比較から残留瓦礫割合
を簡易的に評価した。堆積瓦礫量は瓦礫高データに空隙率を考慮して容積を算定した。流失・
崩壊建物から推定される瓦礫量については、各建物に割り当てられている被災区分のうち、流
失被害と大破被害を全壊被害として建物面積から流出家屋の総重量を算定②し、それを流出瓦
礫量とした。 
津波瓦礫の堆積状況やその堆積量の傾向を明らかにするために、各解析対象域において津波

浸水境界からの距離を基準とした測線帯を設けた（図 1）。浸水境界から汀線に向かう測線帯の
幅を 10 m として遡上距離 LRを定義した。各測線帯において、横断方向に 10 m 間隔となる
ように空間格子を設定し、津波外力として浸水深 D（m）、DSM と DEM の差分から得られる
平均瓦礫堆積量 DT（m）、最大地形勾配 iM（%）、任意位置から 10～60 m 範囲内の距離で重
み付ける流失・全壊被害を含めた建物の存在有無指標 SI を定義した。地域特性の指標として
は、各地域の浸水域における最大幅と最大遡上距離の比 AS を導入した。また、LP 計測の誤
差範囲内となる 0.15 m 以下は瓦礫堆積無しと見なした。各パラメータにおいては、以下のよ
うに規格化を行った。遡上距離は L*（=1- LR/Lmax、LRは遡上境界からの距離、 Lmax は最
大遡上距離）、浸水深は D*（=D/LR）、瓦礫量は NDT（= DT/ΣDT、ΣDT は各領域における総
残存瓦礫量）として定義した。 

解析対象地域の各 LR測線帯における平均瓦礫漂着確率 Pdbaと L*の関係を図 2 に示す。ここ
での Pdbaは各 LR測線帯において瓦礫堆積の有無を 2 値化することで算定した。大局的な傾向
としては浸水境界に近くなるにつれて Pdbaは増加傾向にあることがわかる。 

瓦礫堆積量に関する簡易評価モデルについては、瓦礫漂着確率 Pdbと NDT について各評価
モデルを構築し、これらを乗じることで表現されると仮定する。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

まず、Pdb については、ロジスティック回帰による確率モデルとして構築を試みた。候補と
なるパラメータは偏相関係数から AS、L*と SI を説明変数として選択し、ロジスティック回
帰によって式(1)を構築した。 

 

 𝑃db = 1/[1 + exp(-𝜙)]，   

𝛷 = 0.43𝐴𝑆 - 0.11L* + 0.87𝑆𝐼 - 1.61                  (1)   

 

式 (1)を用いることにより、Pdbの予測的中率は 70%となった。  

NDT については AS、D*、iMと SI の冪関数の積で表現されると仮定し、各係数は観測デー
タに基づき決定することで式(2)を得た。  

 

𝑁𝐷𝑇 = 0.0009𝐴𝑆-0.014 𝐷∗0.12 𝑖M0.38𝑆𝐼0.29±0.00048         (2)  

 

本式により、ややバラツキは大きいが NDT を 0.5～3.0 倍の範囲内で予測することができる。
これらの適用範囲は、 0.49<AS<2.13, 0<L*<1, D<7m かつ 0<D*<10, 0<𝑖M<200, 0<SI<2.25

である。 

これらの評価式による予測精度については、火災延焼シミュレーションの解析精度を照らし
合わせて検討していく必要がある。図 3 に大槌町における津波瓦礫堆積量とその分布における
観測値と本手法による計算値の比較を示す。計算値は瓦礫漂着確率とその堆積量について一様
乱数と式 (1)および(2)から計算し、100 回試行の平均値を代表値とした。図から、浸水境界や
建物周辺の瓦礫集積を表現できているが、局所的な瓦礫高の高まりについては表現できていな
い。また、実際よりも広範囲で薄く堆積する傾向にあることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)瓦礫火災シミュレーションプログラムの整備 
津波瓦礫を模した可燃物を陸上又は水槽内に設置して燃焼実験を行った。 

本研究において対象とする瓦礫は、家屋が津波によって倒壊して発生した瓦礫を想定した。津
波瓦礫は①瓦礫高さ、②可燃物体積率、③空隙率、④密度（グロス）の 4 つの指標で代表させ
て実際の瓦礫の状態を推定し、これを 1/10 スケールに縮小したクリブを試験体とした。 

0m 
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図 2 L*と Pdbaの関係 

図 1 浸水境界を基準とした測線帯の例 

図 3 大槌町における津波瓦礫堆積量とその分布における観測値と計算値の比較 

観測値 計算値 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本検討で得られた火災性状に関する情報（表 1）は、津波被災地域における瓦礫火災シミュ
レーションを用いた被害予測のための基礎データとして組み込んだ。 
 
(3)津波漂流物の衝突を考慮した屋外液体貯蔵タンクの限界浸水深 
典型的な屋外液体貯蔵タンクを対象とし、漂流物の衝突確率を算定した。次に漂流物の有無

による衝突力を求め、タンクの限界浸水深を比較・検討した。 
 また、漂流物の有無による補強されたタンク（図 4）の限界浸水深への影響を調査した。 
得られた結果を以下に示す。  

①タンクの形状比が小さいとき、津波漂流物の衝突力を考慮すると、内液比が小さい範囲で限
界浸水深が低下する。 
②漂流物の衝突が生じる場合、アンカーのせん断が卓越して限界浸水深が決定する内液比率の
範囲は広い。 
 
(4) 2018年台風 21号の高潮による西宮市、および神戸市の自動車火災 
 2011年東日本震災の津波によって、10 件の自動車火災が発生しており、そのうち 8件が浸水
深３ｍ以下で発生していた。そのほとんどが、家屋の火災からの類焼ではなく、自動車それ自
身が火元となっていた。茨城県日立港では輸出用として積み出される直前の自動車数百台が焼
失した。この事例は、あきらかに家屋火災からの類焼などではなく、自動車自身から発火した
事例であることを示している。海水がバッテリーをはじめとする電気系統に海水が浸水した場
合、電気的ショートが発生して発火すると想定される。 

2018年には、大きなヒントになる 2 件の自動車の多数浸水事例が発生した。すなわち、同年
9 月 4 日に近畿地方を縦断した台風 21 号による大阪湾の高潮の事例と、同年 7月の豪雨による
岡山県倉敷市真備町の洪水の事例である。 
神戸市内では、9月 4 日に六甲アイランドの土地のほぼ全域が「膝ぐらいまで」浸水した。4

日に高潮来襲中から火災が発生し始めた件数としてはこれが一番多かったが、高潮が去った後
も断続的に自動車火災の発生があった。高潮の影響が全くなくなった５日にも、海水による浸
水を受けた自動車の中に出火するものがあった。 
甲子園浜一丁目の人口島の西側にある中古車販売会社の中古車展示場にあった自動車が、高

潮の来襲中、および高潮が去った 4日中に集中的に火災があった。焼失した全 198 台の自動車
のうち大部分は 4日の火災によるものであった。その後の翌 5 日から 6日にかけても、断続的
に発火が続いた。 
 2018年 7月には連日の豪雨によって岡山県倉敷市真備町の平野部のほぼ全域が浸水した。多
数の自動車が浸水した。しかしながら、浸水した自動車の中に火災を発生したものは 1 台もな
かった。真水の浸水では自動車から火災は生じない。 
 
(5) 津波瓦礫の拡散抑制に資する街路樹等による評価モデルの構築 

2011年の東北地方太平洋沖地震の津波において、街路樹等による漂流物の捕獲を決定する要
因またはその能力については定量的に調べられていない。これらの要因の定量的評価は、津波
の浮遊物によって引き起こされる二次被害を抑制するための樹木連立の戦略につながる可能性
がある。樹木が被害を軽減する能力を高めるためには、それらの物理的な制約を特定する必要
がある。現地調査では、たとえ個々の浮遊物が木々の間の距離より小さくても、浮遊物の統合
された塊が木々によって捕らえられることが明らかとなった。水理実験では物理的要因と漂流
物の捕獲の間の関係を明らかにした。これらの関係から、樹木連立の捕獲能力を評価するため
の簡単な公式を導き出した。我々のモデルからの推定値は宮城県多賀城市における 2011年の津
波の実際の結果とも一致した。 
 

表 1 実験結果一覧 

図 4 補強されたタンクの解析モデル 



(6)まとめ 
 広く、南海トラフ地震による津波瓦礫の堆積を予測し、かつ津波火災の予測が可能になった。
防火には、車両のバッテリーの短絡を防止する装置の開発が有効であり、街路樹等による瓦礫
の拡散抑止を評価するモデルを構築した。 
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